
「大分県行財政改革推進計画」
の取組結果（令和２年〜６年度）

令和７年２月



２ 社会保障

３ 社会資本・公共施設

４ 財政資源と職員人材の活用

行政手続の電子化・
業務の効率化

市町村の連携による効率化

疾病予防・重症化予防
介護予防・自立支援

介護現場の生産性向上

長寿命化・予防保全の推進

ＩＣＴ等を活用した
建設現場の生産性向上

健全財政の堅持

職員人材の確保・育成
働き方改革の推進

多様な主体との協働

○ 行政手続の100％電子化：R6年度までに完了予定（2,800/3,343手続、84％電子化済（R6年3月））

○ ＩＣＴ等を活用した業務時間の削減：30.9万時間（R6年3月）［目標：10万時間］

県有建築物の利活用促進

○ 財政調整用基金残高：330億円（R5年度）［目標：330億円］

○ 県債残高（臨時財政対策債等除き）：6,129億円（R5年度）［目標：6,500億円以下］

○ 個人県民税現年徴収率：99.22％（R5年度）［目標：99.2％］

目標指標（ＫＰＩ）47項目中 ○ 達成（見込み含む）：28項目

● 未達成 ：19項目
（令和5年度末時点）

○ ＩＣＴ活用工種：33工種（R5年度）［目標：16工種］ ○ ＩＣＴ工事の発注件数：480件（R5年度）［目標：120件/年］

● ＩＣＴを活用した公共工事における作業時間の削減率：25％（R5年度）［目標：30％］

○ 指定管理施設のあるべき姿を見据えた将来ビジョンの策定：全24施設において策定完了

● 一定の居住水準以上の県営住宅の入居率：94.3％（R5年度）［目標：95.5％］

○ 公共施設等の資産老朽化比率：54.5％（R4年度）［目標：59.5％以下］

● 主要な施設（橋梁、トンネル等）の長寿命化計画の策定：16市町村で策定完了（R6年3月）［目標：全市町村］

○ ＮＰＯとの協働件数：1,314件（R5年度）［目標：1,311件/年］

● ネットワーク・コミュニティ構成集落数：1,954集落（R6年3月）［目標：2,125集落］

○ 県全域での消防指令業務の共同運用：R6年10月から運用開始

○ 市町村における電子申請の活用及びＢＰＲ・ＩＣＴ等による業務効率化：全市町村で取組を実施

● 採用予定者数（技術）の充足率：67.9％（R6年3月）［目標：100％］

● 女性管理職比率：10.6％（R5年5月）［目標：15％］ ○ 在宅勤務利用職員数：延べ9,078人（R5年度）［目標：延べ1600人］

○ 健康経営事業所の登録：2,496事業所（R6年3月）［目標：2,200事業所］、認定：892事業所（R6年3月）［目標：700事業所］

○ 新規透析患者数の抑制：147人（R4年）［目標：167人/年］

○ 訪問看護ステーションの充実：215事業所（R6年4月）［目標：123事業所以上］

● 特定健診の実施率：55.4％（R4年度）［目標：70％］ ● 週1回以上の通いの場への参加率：3.3％（R4年度）［目標：10％］

○ 介護保険事業所のＩＣＴ導入：353事業所（R6年3月）［目標：75事業所］、ロボット導入：1,721台（R6年3月）［目標：300台］

目標指標が未達成の項目や今後も維持・強化していくべき達成済（見込み）の項目については、
必要な見直しを図った上で、「大分県行財政改革推進計画2024」においても継続して取組を推進 ※見直し内容は次葉を参照

１ 行政運営

令和3年度末時点 達成済：11項目、取組中：36項目

令和4年度末時点 達成済：17項目、取組中：30項目

「大分県行財政改革推進計画（R2～6年度）」の主な取組と成果














